
加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公民館運営管理事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
社会教育法、加古川市立公民館の設置及び管理に関する条例、同条例施行規則

現 状 と 課 題

住民のニーズ、趣味、趣向が多様化し、公民館を取り巻く状況の変化が近年著
しい。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

別府公民館、尾上公民館以外の市立公民館１０館

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

職員の資質向上や、事業の積極的な情報発信を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

公民館の「地域づくりの拠点」としての機能を高めるほか、市民の生涯学習内
容の充実を図る

9,5449,3107,367

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 6,833

財　

源　

内　

訳

□拡充

研修への参加により、職員の資質向上は図られている。また、定期的な公民館
だよりの発行をはじめとした情報発信も行えた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 7,367

そ の 他 特 財 534

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０公民館運営管理事業

目 ０６公民館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

- 643 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公民館運営管理事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

対 象 指 標 名

加古川市人口（４／１
付推計人口）

267,148266,100266,451

成 果 指 標
分 析 結 果

総人口は増加しているが、利用者数は減少傾向にある。

研修等参加数 回 484346

活 動 指 標
分 析 結 果

１人あたりの研修参加数は１回強であり、今後も機会を逃さず、計
画的に資質向上を行っていく必要がある。

施設利用者数

目 標 値

878,000

目標年度

平成29
年度

903,754877,870845,996

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 644 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生涯学習推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

ガイドブックの内容をホームページで掲載し、より広く情報発信を行う。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

生涯学習の機会を求める市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

多彩な学習機会の情報を掲載した「生涯学習ガイドブックすてっぷ」の内容を
ホームページに掲載し、気軽に検索が可能な環境を作る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民が自主的・自発的に学習活動を行い、生きがいを持ち、心豊かに暮らすこ
とができるよう、多様な学習機会の情報を提供することによって、学習活動で
習得した知識・技術等の成果を地域に還元する。

753507438

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 438

財　

源　

内　

訳

□拡充

生涯学習ガイドブックすてっぷの作成により、生涯学習の情報提供、普及啓発
は効果的に行われている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 438

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０生涯学習推進事業

目 ０１社会教育総務費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

- 645 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生涯学習推進事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 646 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公民館維持補修事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
社会教育法、加古川市立公民館の設置及び管理に関する条例、同条例施行規則

現 状 と 課 題

建設から相当年経過した館も多く、バリアフリー化や必要とされる設備の更新
等を行う必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

別府公民館、尾上公民館以外の市立公民館１０館

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

維持管理及び施設保守

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

適切な維持補修および定期的な施設保守を行うことで施設寿命の延長を図る。

91,19181,90181,751

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 64,492

財　

源　

内　

訳

□拡充

公民館の施設保守および危険防止に努めているが、施設の老朽化に伴い、突発
的な修繕箇所が増加している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 81,751

そ の 他 特 財 17,259

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０４０公民館維持補修事業

目 ０６公民館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

- 647 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公民館維持補修事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 648 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 尾上公民館管理運営事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 尾上地区

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

住民のニーズ、趣味、趣向が多様化し、公民館を取り巻く状況の変化が近年著
しい。また、当館は指定管理者が管理運営しており、その独自性を活かして事
業展開を図っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

尾上公民館

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

管理及び施設整備の充実並びに各種事業の効果的な運営

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

管理及び施設整備の充実並びに各種事業の効果的な運営を行うことにより生涯
学習推進体制の充実を図る。

20,68220,682

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 18,201

財　

源　

内　

訳

□拡充

指定管理者による地域の実情に即した管理運営が円滑に行われている。今後は
地域の実情に即した事業展開及び設備の更新等を行うことで、住民のさらなる
利用促進を図り、地域の生涯学習活動拠点を目指す。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 20,682

そ の 他 特 財 2,481

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０公民館運営管理事業

目 ０６公民館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

- 649 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 尾上公民館管理運営事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

対 象 指 標 名

加古川市人口（４／１
付推計人口）

267,148266,100266,451

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２６年度から平成２７年度にかけて利用者は増加していたが、平成２８年度はほぼ横ば
いであった。

開館日数 日 343344

活 動 指 標
分 析 結 果

予定通りの開館日数となった。

施設利用者数

目 標 値

102,000

目標年度

平成29
年度

98,330101,165101,285

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 650 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 別府公民館管理運営事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 平成19年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 別府地区

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

住民のニーズ、趣味、趣向が多様化し、公民館を取り巻く状況の変化が近年著
しい。また、当館は指定管理者が管理運営しており、その独自性を活かして事
業展開を図っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

別府公民館

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

管理及び施設整備の充実並びに各種事業の効果的な運営

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

管理及び施設整備の充実並びに各種事業の効果的な運営を行うことにより生涯
学習推進体制の充実を図る。

22,26922,55022,550

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 20,335

財　

源　

内　

訳

□拡充

指定管理者による地域の実情に即した管理運営が円滑に行われている。今後は
地域の実情に即した事業展開及び設備の更新等を行うことで、住民のさらなる
利用促進を図り、地域の生涯学習活動拠点を目指す。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 22,550

そ の 他 特 財 2,215

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０公民館運営管理事業

目 ０６公民館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計

- 651 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 別府公民館管理運営事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

対 象 指 標 名

加古川市人口（４／１
付推計人口）

267,148266,100266,451

成 果 指 標
分 析 結 果

利用者区分のうち、高齢者及びその他一般利用については増加していたが、成人区分の利用
者が著しく減少したため。

開館日数 日 342344

活 動 指 標
分 析 結 果

予定通りの開館日数となった。

施設利用者数

目 標 値

107,400

目標年度

平成29
年度

109,559107,263102,971

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢者学習事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
社会教育法

現 状 と 課 題

高齢者人口は増加しているが、受講者数は横ばいまたは減少傾向にある。ま
た、学習の成果を地域活動につなげることが十分ではない。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の高齢者（６０歳以上）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

高齢者大学及びＯＢ会の自主的な運営の支援・学習の成果を地域に還元できる
ものを重点とした講座等の開催

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

高齢者の生きがいの創造及び地域における高齢者のボランティア活動などへの
参加促進を図る。・高齢者の学習意欲の高揚及び地域活動の機会の提供

2,5241,7841,769

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,769

財　

源　

内　

訳

□拡充

趣味や教養を高めるための知識を習得するといった自己完結型な学習だけでな
く、学習成果を活用することを視野に置き、学びの循環を構築することが必要
である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,769

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０６０生涯学習事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０６公民館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 高齢者学習事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

対 象 指 標 名

６０歳以上の人口（４
月住民基本台帳）

83,11484,24585,158

成 果 指 標
分 析 結 果

高齢者人口は増加しているが、受講者数は減少傾向にある。

講座開催回数 回 283282274

活 動 指 標
分 析 結 果

高齢者の学習を支援することに加え、学習成果をボランティア活動
や地域づくりに活かせるような内容の講座を開催していく。

講座参加者数

目 標 値

27,000

目標年度

平成29
年度

28,27127,82125,447

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 社会教育委員、推進員設置事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
社会教育法、加古川市社会教育委員条例、加古川市社会教育推進員設置に関す
る条例

現 状 と 課 題

核家族化の進行に伴い、家庭の教育力の低下や、コミュニティの希薄化による
地域の教育力の低下が指摘されており、学校、家庭、地域の連携による教育が
求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

社会教育委員、社会教育推進員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

・社会教育委員会議の開催　・社会教育推進員の設置、研修によるリーダー養
成

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

・社会教育委員会議を通して、社会教育の振興を図る。　・社会教育に携わる
指導者や地域のリーダーを養成するとともに、その資質や能力の向上を図る。

13,25713,39913,127

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 13,127

財　

源　

内　

訳

□拡充

地域づくり、生涯学習の推進には、今後も社会教育委員、社会教育推進員によ
る地域に根ざした活動が不可欠である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 13,127

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５社会教育委員、推進員設置事業

目 ０１社会教育総務費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 社会教育委員、推進員設置事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

％

％

対 象 指 標 名

加古川市社会教育委員
数

141414

社会教育推進員数 人 394395395

成 果 指 標
分 析 結 果

推進員の研修会参加率は６９．３％と昨年度より７．１ポイント減となった。新規推進員を
中心に、引き続き参加啓発が必要である。

社会教育委員会議開催
回数

回 555

社会教育推進員研修会
開催回数

回 555

活 動 指 標
分 析 結 果

社会教育委員会議においては、年間５回開催し、社会教育行政につ
いて意見をいただいている。社会教育推進員研修会は、全推進員を
対象に年２回、エリア代表者を対象に２回、小学校区代表者を対象
に１回開催し、推進員としての資質向上を図る。

社会教育委員会議参加
率

目 標 値

90

目標年度

平成29
年度

84.388.685.7

社会教育推進員研修会
参加率

75平成29
年度

66.176.469.3

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 障がい児（者）家庭教育学級事
業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

ノーマライゼーションの理念が浸透する中、障がい児（者）をもつ親の家庭教
育に対する課題を解決するとともに、障がい者問題に対する理解を広めること
が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

障がい児（者）をもつ親、または障がい児（者）教育に関心を持つもの

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

障がい児（者）家庭教育学級事業を委託し、家庭教育についての学習、交流啓
発の実践を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

障がい児（者）をもつ親が当面している家庭教育の課題を、相互学習や情報交
換により解決を図る。また、交流学習や市民との交歓活動をとおして障がい者
問題に対する正しい理解の啓発を図る。

1,6241,6241,400

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,400

財　

源　

内　

訳

□拡充

障がい児（者）を持つ親が共に学び、問題を共有する場として、有効である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,400

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０生涯学習推進事業

目 ０１社会教育総務費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 障がい児（者）家庭教育学級事
業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

％

対 象 指 標 名

障がい児（者）家庭教
育学級生数

422412381

成 果 指 標
分 析 結 果

事業に対する満足度は非常に高い。

家庭教育事業平均学習
時間

時間 262522

交流啓発事業平均学習
時間

時間 10.31411

活 動 指 標
分 析 結 果

ほとんどの学級では、規定の学習時間を大きく超えており、各家庭
教育学級は活発に活動している。ただし、平成２８年度より委託料
の減額に伴い、各々の規定時間を減らしている。（家庭教育事業：
１５時間→１３時間、交流啓発事業：５時間→４時間）

障がい児（者）家庭教
育学級満足度

目 標 値

95

目標年度

平成29
年度

9910097.2

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 成人式実施事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
民法、国民の祝日に関する法律

現 状 と 課 題

平成１２年度より実施していた同窓会事業に、平成２４年度より社会貢献事業
を新たに加えて記念事業とし、各中学校単位で新成人自らが企画・運営してお
り、参加者の評価は概ね良好である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

当該年度中に２０歳に到達する者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

成人式記念式典を実施するとともに、新成人自らが各中学校単位で成人式記念
事業を企画・運営する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

新成人を祝うとともに、社会人としての自覚を促す。

2,6422,5352,649

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 2,649

財　

源　

内　

訳

□拡充

事業全体にわたり新成人の参画による運営をしており、社会人への自立と自覚
を促す事業として概ね良好な結果を得ている。今後は新成人がさらに主体的に
地域に貢献できる事業を企画することが課題である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,649

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０生涯学習推進事業

目 ０１社会教育総務費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 成人式実施事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

％

％

％

対 象 指 標 名

当該年度２０歳到達者
数

2,7242,8672,951

成 果 指 標
分 析 結 果

すべての事業において目標値を上回ったため、今後も満足度の高い事業となるよう、さらな
る工夫が必要である。

成人式記念式典参加者
数

人 1,6001,7001,700

成人式記念事業（社会
貢献事業）参加者数

人 16697109

成人式記念事業（同窓
会事業）参加者数

人 1,6981,8141,877

活 動 指 標
分 析 結 果

記念式典及び同窓会事業は約６割の参加率となっており、概ね良好
な参加率となっているが、社会貢献事業は１割以下の参加率であ
り、参加率を伸ばす工夫が必要である。

成人式記念式典参加者
満足度

目 標 値

90

目標年度

平成29
年度

97.691.397.3

成人式記念事業（社会
貢献事業）参加者満足
度

80平成29
年度

7482.482.6

成人式記念事業（同窓
会事業）参加者満足度

90平成29
年度

6465.595.9

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生涯学習創出事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
社会教育法

現 状 と 課 題

学習を活かした自己実現とともに、学習の成果を活かすための取り組みの必要
性が増加。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

生涯学習に関心をもつ市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地域の生涯学習の拠点、また社会教育施設としての目的に則した講座等の開催

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

参加者自らの教養を高める

3,6053,7304,592

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 908

財　

源　

内　

訳

□拡充

市民が自発的意思にもとづき、自己に最適な手段・手法を選んで生涯を通じて
行う生涯学習を支援する施策として、様々なニーズに応じた講座等を行う中核
的な場としての公民館機能を果たしている。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 4,592

そ の 他 特 財 3,684

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０６０生涯学習事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０６公民館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 生涯学習創出事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

対 象 指 標 名

加古川市人口（４／１
付推計人口）

267,148266,100266,451

成 果 指 標
分 析 結 果

地域性豊かなプログラムをニーズに応じて実施している。今後さらに幅広い世代に広げる工
夫をし参加者数の増を図る必要がある。

講座開催回数 回 1,0081,1181,130

活 動 指 標
分 析 結 果

受講者の学習ニーズが多様化し、学習内容が画一的なものでは不十
分になってきた。開催回数はもとより内容も重要視される傾向が強
くなってきた。

講座参加者数

目 標 値

18,000

目標年度

平成29
年度

15,18016,70517,127

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域子育て創生事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

地域コミュニティの希薄化や核家族化が進むなか、子育てに悩む親が増加して
いる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

子どもや子育て中の市民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

地域で子育てを支援することを目的に、ボランティアなどの協力のもと、公民
館に幼児等の子育て世代の親子が集い、様々な体験学習の場を提供している。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

子育てについての悩みや、子育てについて学ぶことにより、安心して子育てが
できるよう地域で応援していく。

488202209

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 209

財　

源　

内　

訳

□拡充

地域における子育て支援体制の強化・地域教育力の向上を図るために有効な事
業であるが、今後さらに事業規模の拡大を図ることが有効であると思われる。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 209

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０５５地域コミュニティ事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０６公民館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域子育て創生事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

対 象 指 標 名

加古川市人口（４／１
付推計人口）

267,148266,100266,451

成 果 指 標
分 析 結 果

講座開催回数の減少及び講座の見直しにより参加者数が減少となった。

講座開催回数 回 584661588

活 動 指 標
分 析 結 果

講座内容の見直しにより回数減となった。今後、子どもや親子を対
象に、高齢者大学生や地域住民の協力を得て、さまざまな体験学習
の機会を提供していく。

講座参加者数

目 標 値

15,000

目標年度

平成29
年度

11,58715,05314,246

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域人材育成事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
社会教育法

現 状 と 課 題

地域コミュニティの希薄化が進むなか、地域の人々、友人、世代を超えた人々
との間の「顔の見える」助け合いにより行われる「互助」の必要性がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

目的をもって既に活動している公民館内の登録団体会員・社会教育推進員・少
年団指導者・新たな活動のリーダーを担う者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

事業目的を達成するために効果が得られる講座。地域課題の解決、より良い地
域づくりをするための具体的な学習及び活動（登録団体、社会教育推進員、少
年団等を対象とした学習会等の実施）

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

地域コミュニティ活動を活発化のための様々なリーダーの養成を図る。

414423351

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 351

財　

源　

内　

訳

□拡充

今後は、知識を習得するといった自己完結型な学習だけでなく、学習成果を次
のリーダーに引継ぐことを視野に置いた、学びの好循環を構築することが必要
である。地域リーダーの資質向上にも寄与している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 351

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０５５地域コミュニティ事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

目 ０６公民館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 地域人材育成事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

対 象 指 標 名

加古川市人口（４／１
付推計人口）

267,148266,100266,451

成 果 指 標
分 析 結 果

講座開催回数の減少及び講座の見直しにより参加者数が減少となった。

講座開催回数 回 11112282

活 動 指 標
分 析 結 果

講座内容の見直しにより回数減となった。今後、ボランティア養成
講座など地域で活躍できるリーダーを養成する機会を増やす。

講座参加者数

目 標 値

3,000

目標年度

平成29
年度

3,0473,0052,689

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公民館下水道整備事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 平成28年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 両荘地区

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

下水道接続に向け、事業を適正に行っている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

両荘公民館

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

公共下水道との接続工事及び既設浄化槽の撤去工事を行い、公共下水道との接
続を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

下水道整備計画に基づき、両荘公民館の下水道工事を実施する。

1,242

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,242

財　

源　

内　

訳

□拡充

すみやかに公共下水へ接続できるよう計画的に事業を実施している。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,242

そ の 他 特 財

平成29年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５公民館建設事業

目 ０６公民館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 公民館下水道整備事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

ヶ所

対 象 指 標 名

対象施設数 1

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２８年度においては、下水道接続に係る工事設計を行った。

施設整備件数 箇所 1

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２８年度においては、下水道接続に係る工事設計を行った。

実施施設数

目 標 値

1

目標年度

平成29
年度

1

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

ヶ所

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

- 668 -



加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 図書館に要する一般的経費 部 局 名 教育指導部

課（室）名 中央図書館

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 昭和46年度

事 業 区 分 ①一般事務経費事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、社会教育法、図書館法、加古川市立図書館の設置及び管理に関す
る条例

現 状 と 課 題

市民の高度な学習要求が高まっている中、市民の要望に応えるため、図書館
サービスの充実に努める必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市に居住、通勤、通学している者及び播磨地域に居住している者

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

図書館を快適に利用できるように環境整備を行う。また、図書館業務全体の
サービスの向上を図る。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

図書館が市民の社会教育を支えるとともに、地域の文化力の向上を担ってい
く。

21,40822,39123,030

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 22,944

財　

源　

内　

訳

□拡充

図書館システムの運用や市内の各図書館への返却及び予約資料の搬送等により
図書館業務の円滑化を図るとともに、より快適に利用できる環境を整え、効率
的な運営とサービスの向上に努めていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 23,030

そ の 他 特 財 86

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５図書館に要する一般的経費

目 １０図書館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 図書館に要する一般的経費 部 局 名 教育指導部

課（室）名 中央図書館

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 図書館維持補修事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 中央図書館

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 昭和46年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、社会教育法、図書館法、加古川市立図書館の設置及び管理に関す
る条例

現 状 と 課 題

市立図書館２館は、耐用年数を相当超えた施設・設備が多く、また、建設当時
の特殊な施設等のため、修繕が困難な箇所も多い。このため、故障の頻度が
年々高くなってきている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

中央図書館及び加古川図書館

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

中央図書館（指定管理者負担部分を除く加古川総合文化センター東棟）及び加
古川図書館の施設・設備の維持管理を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市立図書館２館を不具合なく管理することで、それぞれの利用者が安全かつ快
適に利用できるようにする。

21,87321,90046,819

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 46,788

財　

源　

内　

訳

□拡充

中央図書館（加古川総合文化センター東棟）、加古川図書館とも老朽化による
要修繕箇所が年々増加している。安全で快適な利用環境を提供するため、適正
な維持管理に努めるとともに、緊急度の高いものから年次計画を立て修繕して
いく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 46,819

そ の 他 特 財 31

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０図書館維持補修事業

目 １０図書館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 図書館維持補修事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 中央図書館

人

対 象 指 標 名

個人貸出登録者数 48,95446,95846,873

成 果 指 標
分 析 結 果

加古川図書館では空調の老朽化による故障が発生したものの、両図書館とも施設の設備不良
で開館できなくなった日はなく、利用者への影響はなかった。

開館日数 日 324319324

活 動 指 標
分 析 結 果

両図書館とも老朽化が進んでいるが、設備等の定期点検を実施する
とともに、緊急性の高いものから計画的に修繕を行ってきたため、
計画どおり開館でき、利用者への影響はなかった。なお、５年に１
回の図書館システムの更新の影響で平成２７年度は開館日が減少し
ている。

年間貸出人数

目 標 値

260,000

目標年度

平成32
年度

250,219252,243259,580

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中央図書館維持管理事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 中央図書館

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ②施設維持補修事業

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、社会教育法、図書館法、加古川市立図書館の設置及び管理に関す
る条例、協定書

現 状 と 課 題

昭和６０年に開館した中央図書館（加古川総合文化センター東棟）は老朽化が
進行し、耐用年数を超えた設備も多くなっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

中央図書館（加古川総合文化センター東棟）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

中央図書館の維持管理に要する業務（設備管理運転、清掃、警備等）を加古川
総合文化センター本部棟と併せて行う。（費用は加古川総合文化センター指定
管理者と按分）

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中央図書館を不具合なく効率的に管理することで、利用者が安全かつ快適に利
用できるようにする。

14,59214,58914,609

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 14,609

財　

源　

内　

訳

□拡充

中央図書館（加古川総合文化センター東棟）の維持管理を行うためには必要不
可欠な事業である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 14,609

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ０１０図書館維持補修事業

目 １０図書館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中央図書館維持管理事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 中央図書館

対 象 指 標 名

成 果 指 標
分 析 結 果

活 動 指 標
分 析 結 果

目 標 値目標年度

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 読書啓発事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 中央図書館

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０１生涯学習を推進する

事 業 実 施 期 間 昭和46年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、社会教育法、図書館法、子どもの読書活動の推進に関する法律、
文字活字文化振興法

現 状 と 課 題

市民の多様で高度な読書要求に適切に即応した図書の選定に留意し、障がい者
や来館困難者も含め、利用者の状況に対応したサービスを効果的に実施する必
要がある。貸出、レファレンス、集会行事を基本に事業をおこないつつも手
段、手法において工夫や課題は残されている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

加古川市に居住、通勤、通学している者及び播磨地域に居住している者。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

多様な利用者の読書及び情報ニーズに即応できるように的確な資料収集に努
め、レファレンスサービスの充実と集会行事の開催により情報支援と読書啓発
を図る。子どもの読書離れについては、第２次「加古川市子どもの読書活動推
進計画」に沿った取組を行い、障がい者や来館しにくい人についてもサービス
提供を検討実施していく。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

資料や情報を提供することを通じて、地域の社会教育施設としての機能を担
い、併せて文化力の向上を果たす。

34,11033,90238,014

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 38,014

財　

源　

内　

訳

■拡充

各種集会行事の実施や適切かつ効率的な資料の収集等により、地域の実情に即
した読書環境の整備が施策の意図に沿って展開している。今後は、高度化・多
様化する市民の読書ニーズに対応し、学習機会を提供するため、現行事業の質
的向上を図っていく。また、「加古川市子どもの読書活動推進計画」に基づい
た取組みを行い、家庭及び学校園に対する読書環境の整備を推進するととも
に、電子図書館サービスの継続、障がい者や高齢者へのサービスの充実につい
ても対応していく。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 38,014

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

細  目 ００５図書館に要する一般的経費

目 １０図書館費

項 ０７社会教育費

款 １０教育費

会  計 ０１一般会計
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加古川市事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 読書啓発事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 中央図書館

冊

人

対 象 指 標 名

個人貸出登録者数 48,95446,95846,873

成 果 指 標
分 析 結 果

近隣市に新館が開館したこともあり、前年度と比べて年間図書貸出冊数が平均５％ほど減少
した。適切な選書、効果的な資料の配架や展示など工夫して利用増につなげていかなくては
ならない。

蔵書数 冊 496,821500,329501,670

レファレンス件数 回 2,0852,0742,032

集会行事の参加者数 人 5,6195,5385,282

活 動 指 標
分 析 結 果

蔵書数、レファレンス件数については計画値を満たした。集会行事
の参加者数が減少したものの、行事の催行回数や定員の設定におい
て左右される部分があり、今後も工夫が必要である。

年間図書貸出冊数

目 標 値

860,000

目標年度

平成32
年度

812,671822,019785,418

年間貸出人数 260,000平成32
年度

250,219252,243259,580

平成26年度平成27年度平成28年度

 ※政策的 でない一般的事務経費、施設 の維持補修経費 または義務的施策事業 の一部 につい
 ては、以下 の項目 は空白 です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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